
電話

(第 4

(第 1

(第 3

～ 年度

別紙 ５ 平成２２年度 事務事業評価調書（新規用）
北広島市

整理番号 533 事務事業名 グリーンツーリズム推進事業 作成部署 経済部農政課 内線850

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 大道政男 課長職名 加藤正人 作成日 平成22年10月15日

【１ 事務事業の概要 】 

　市内において、農産物の直売や体験型農業など、グリーンツーリズムの取り組みが活発になっており、地域経済に波
及効果が期待されることから積極的なＰＲを実施する。
　今後、グリーンツーリズム活動の連携が図られることで、さらに多く交流が生まれ、「きたひろしまの農業」や「き
たひろしまの魅力」を市内外に伝えられることから、実施者が連携した活動を支援する。

事務事業開始年度 H23
根拠法令等

〃  終了予定年度

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　市内外の農業などに関心のある利用者

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　市内の農産物直売所や体験型農業の利用の促進

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 活気ある産業のまち

節） 農業の振興

施策） 都市住民との交流

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成 ２３ 年度
グリーンツーリズムマップの印刷と折込
ＧＴ協議会の実施事業に対する支援

平成 ２４ 年度 　同　　上

平成 ２５ 年度
以　　　降

　同　　上

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 ２３年度予定額 ２４年度予定額
２５年度以降の予定額

毎年度（参考値）

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 490 590 590

0.10

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 490 590 0 590

② 人　数（年間） 0.10 0.10

④＝②×③ 900 900 0 900

　総　事　業　費 ①＋④ 1,390 1,490 0 1,490

人  件  費
（概算）



単位
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②
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評点
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指　　　標　　　名 ２３年度目標 ２４年度目標 ２５年度目標 最終目標

整理番号 533
【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

活 動
指 標

グリーンツーリズム施設認知 100 100 100

基 本
指 標

グリーンツーリズム施設利用度 100 100 100

成 果

指 標

利用満足度 100 100 100

【指標の定義（算式等）】

利用度÷認知度

【指標の定義（算式等）】

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　昨今、グリーンツーリズムへの関心は高まってお
り、市内の農業振興にもつながることから行政として
もグリーンツーリズム施設等のＰＲを推進する必要が
ある。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度は適切か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　利用の促進を図るためには施設の認知をしてもらう
必要があり、協議会事業への支援のほか、市も積極的
に周知を図ることが有効である。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が得られるか
　　（費用対効果の度合）
・効率的な実施方法か
　（同じ経費で他に効率的な方法はないか）

3
　マップの折込やＨＰの掲載など、定期的に市内外に
対し周知していくことで、効率的に情報を提供してい
くことができる。

公
平
性

・受益者負担の必要性はないか
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか

3
　グリーンツーリズムの盛り上がりは、市内の農業振
興のほか、市全体の活性化につながる。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

3
　市内に大型のグリーンツーリズム施設もできている
ことから、周知を積極的に行っていく。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する

　補助要綱の整備が必要である。　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】

  農産物直売所の多くは個々の農家が経営しているなど、その多くの規模は小さい。その
ため、利用者に対して、市内の施設全体を包括して市が積極的にＰＲし盛り上げていくこ
とや、今後設置予定のＧＴ協議会での各種事業へ支援を行っていくことで市内の農業振興
に寄与するものと考える。

【６ 総合判定と説明 】


